























































































中小企業 大 企 業
総純利(%資益)率本 売純利(上%益)率高 総純利(資%益)率本 売純利(上%益)率高
1973 6.3 (154) 3.7 (106) 4.1 3.5 
1974 5.5 (183) 2.8 (127) 3.0 2.2 
1975 2.6 (144) 1.4 (93) 1.8 1.5 
1976 3.0 (115) 1.6 (80) 2.6 2.0 
1977 2.9 (107) 1.5 (71) 2.7 2.1 
1978 3.3 (100) 1.8 (69) 3.3 2.6 
1979 4.2 (105) 2.1 (75) 4.0 2.8 


















































































































1)， 2)，高橋毅夫「日本経済 新二重構造論J(rエコノミスト.!1982.5.18号)p .10. 
3) 4)，向上 p. 11 
5) 6) 7)，向上 p. 12 
8) 9)，向上 p. 13 





















































1 )清成忠男『中小企業読本.1(東洋経済新報社) P. 76-P. 78 
2) 3) ，清成忠男「日本経済に二重構造は復活しないJ U.エコノミスト.11982.7.6号)
P .17 
4 )向上 P .18 
5 )同上 P .21 
6) 7) 8)向上 P .22 
9 )同上 P .18 


















































































































1 )治成忠男 前掲論文 P .18 
2 )小林謙一 「二重構造論争と雇用・失業問題J (IT"経済評論.!1983. 1.) P. 27 
3 )治成忠男 前拍論文 P .22 




高焔教授の主張に賛同され.dI成説を批判しておられる(小林謙一 前拘論文 P.29 
-P .36参照)。また，武田実教授も.n金格差の面から同様の分析を示しておられる
(武田実「中小企業は低託金を抜け出せるか」一一『エコノミスト.!1982.7.6号参照)。
6 )末岡俊二教授は，IT"二重椛造」の慨念には，第 lに生産技術的梢造，第 2に機能的










生産関係的視点一→支 配 従 属……機能的概念)
一→n金格差
生産力的視点 一 → 近 代 化 非近代化……生産技術的概念 j





































































































































いる。丸山稔「経済法講二義.n(rt1央経済社)P .28， P .44-P .47参照。
2 )経済審議会「国民所得倍増計画.n(大蔵省印刷局)
3 )同上 P .196 
4 )渡辺時 「中小企業「近代化』政策の変遷J (明大企業経営研究会編IT'i攻後企業経
営の変遷と課題』 勤引当日 P.368 
5) r中小企業基本法」第三条の五
6) r中小企業近代化促進法」第一条




















開催(大阪)された「中小企業政策国際会議 (InternationalConference on 









































日本評論社) P .102 
2 )イギリスの状況については，太田進一 rc・パノックのイギリス中小企業論(1)， (2)J 
(Ir同志社商学』第34巻第 l号，第 2号)，および「イギリス資本主義の発展過程と中
小企業(l)J(Ir同志社商学』第34巻第 4号)参照。
3 )加藤誠一・水肝武・小林靖雄編「経済政策と中小企業J (同友館 「現代中小企業基
礎講座」回) P .267-P .268 
4) r国の中小企業に閲する政策の目標は……中小企業の成長発展を図り，あわせて中
小企業の従事者の経済的社会的地位の向上に資することにある J (r基本法」第 1条)
「この法律は……中小企業の近代化を促進し， もって国民経済の健全な発展と国民
生活の安定向上に寄与することを目的とする J (r近促法」第 1条)
